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１.	 はじめに
	 ―ネットゼロからネイチャーポジティブへ

気候変動に対してネットゼロが共通言語となったよ
うに、生物多様性の分野ではネイチャーポジティブと
いう新たな目標が急速に浸透しつつある。これは、
2030年までに自然損失を止めて反転させ、2050年に
は自然と共生する社会の実現を目指すものである[1]。

このビジョンを国際的に定めたのが、2022年の生物
多様性条約（CBD）COP15で採択された昆明・モン
トリオール生物多様性枠組である。本稿では、この国
際合意を起点とする開示枠組みと企業戦略の接続を、
事例とともに読み解き、ネイチャーポジティブ時代に
おける企業価値と戦略のあり方について考察する。

近年、ネットゼロと生物多様性保全は相互に依存す
る課題として理解されている。気候変動が生物多様性
損失を加速させる一方、森林・湿地・海洋生態系など
の自然資本は炭素吸収源として排出抑制と適応力の強
化に寄与する[2]。したがって、ネイチャーポジティブは
追加的施策ではなく、ネットゼロ戦略の実効性を支え
るものである。

２．	国際的枠組みの地図
	 ―GBF・TNFD・ISSB・CSRD・TCFD

自然関連情報開示を巡る国際的枠組みは、政策目
標、任意の開示枠組み、国際基準、法定制度が並行し
て形成されており、その全体像は必ずしも直感的では
ない。次の表に、主要枠組みを区分と役割の観点から
整理し、ネイチャーポジティブ時代の開示ガバナンス

表. 自然関連情報開示を巡る国際的枠組みの性格と役割

区分 性格・役割

国際政策目標

GBF
昆明・モントリ

オール生物多様性
枠組

　CBDのもとでCOP15において採択さ
れた国際目標であり、2050年に向けた４
つのグローバル・ゴールと2030年まで
の23のターゲットによって構成される。
中核をなす「30by30」目標のもと、CBD
に署名・批准した各国政府は、その達成
に向けて政策および行動計画の整合を図
ることが求められる。企業に対する義務
は、これを受けた各国の国内制度（EUで
はCSRDなど）を通じて間接的に具体化
される。例えばターゲット15は、企業に
よる自然への依存・影響・リスクの評価
および開示を促す法的・政策的措置を政
府に求めている[3]。

開示枠組み

TNFD
自然関連財務情報
開示タスクフォース

　投資家・金融機関・企業などの市場参
加者を中心とする市場主導かつ科学的根
拠に基づく国際イニシアチブであり、自
然関連リスクと機会に関する情報開示の
高度化を推進している[4]。2023年に公表
された最終勧告は、企業や金融機関に対
し自然関連課題を特定・評価・管理し開
示するための枠組みを提示した[5]。GBF
が社会全体の目標を示すのに対し、TNFD
はその実装を支える分析・開示基盤とし
て機能する。任意の枠組みであるが、各
国の開示制度設計の重要な参照枠となり
つつある[6][7]。日本はTNFDアダプター数
で世界最多であり、世界全体の中でも突
出した参加状況を示している[8]。

国際基準設定主体

ISSB
国際サステナビリ
ティ基準審議会

　営利組織IFRS（International Financial 
Reporting Standards）財団のもとで投資家
向けの国際的なサステナビリティ開示基準
を策定する機関である[9]。すでに、サステ
ナビリティ関連財務情報の包括的開示原則
を示すIFRS S1と、気候関連リスク・機会
の開示要件を定めたIFRS S2を公表してい
る[9][10]。現在、ISSBはBEES（Biodiversity, 
Ecosystems and Ecosystem Services）と
いう名称で、生物多様性分野の基準開発を
進めている[11]。
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を俯瞰する。 
このように、自然関連情報開示を巡る国際的ガバナ

ンスは、GBFが示す政策目標を起点に、TNFDや
TCFDといった任意の開示枠組みが実務基盤を提供
し、ISSBによる投資家向け基準の整備と、CSRDに代
表される法定開示制度の導入が並行して進展するとい
う、多層的構造をもつ。ネイチャーポジティブは、こ
うした多層的ガバナンスの中で企業戦略と結びつくこ
とで、初めて実践的な意味をもつ。

３．	政策・規制の最新動向

3.1　国際政策の進展と自然関連開示の制度化
CBD COP16を経て、GBFの実施を支える生物多様

性の測定・報告・レビューに関する制度的枠組みの具
体化が進展している[14]。これらの動向は、生物多様性
情報の体系的な収集と開示を各国および企業に求める
方向性を一層強めるものと解される。

次回CBD COP17（2026年10月）では、GBFの集
団的進捗に関するグローバルレビューが予定されてお
り、各国の取り組みの比較可能性の向上にも資する重
要な節目となる[14]。ISSBもBEESプロジェクトを通じ
て自然関連開示の国際標準化を検討しており、CBD 
COP17までに自然関連の追加的開示要件に関する公
開草案（Exposure Draft）を提示することを目指し

ている[11]。

3.2　欧州における自然関連規制の展開と成長戦略
GBF採択以前から、EUは欧州グリーン・ディール

を成長戦略の中核に据え、気候変動、生物多様性、循
環経済を統合的に推進してきた。こうした政策の流れ
は自然回復法として具体化され、2024年に成立した同
法は、2030年までに劣化した陸域・海域生態系の少な
くとも20％を回復対象とし、2050年に向けた段階的拡
大を定めている[15]。

加えて注目されるのが、EU森林破壊フリー製品規制
である。森林破壊に関連する製品のEU市場への流通
を防ぐことで、温室効果ガス排出と生物多様性損失の
双方の削減を目的としている[16]。本規則は、対象コモ
ディティ（牛肉、大豆、パーム油、コーヒー等）につい
て、森林破壊フリーであること、生産国法令を遵守し
ていること、そしてデューデリジェンスによりこれらが
証明されていることを市場投入の条件としている[17]。

こうした政策設計の背景には、自然資本の毀損が中
長期的な経済成長の基盤を損ない得るとの認識があ
る。欧州委員会は、自然回復を持続可能な経済成長を
支える基盤として位置づけ、欧州グリーン・ディール
をその実現を担う成長戦略として提示している。環境
政策と産業政策を統合し、規制を通じて企業の投資と
技術革新を促進することで新たな成長領域の創出を
図っている。

４．	TNFDと標準化の行方

4.1　TNFDの基本構造
TNFDの最終勧告は、ガバナンス、戦略、リスクお

よび影響の管理、指標と目標の4本柱から構成されて
いる。これらの推奨開示は、自然関連の依存、影響、
リスクおよび機会を企業が特定・評価・管理し、開示
するための枠組みを提供するよう設計されている。

TNFDは、企業と自然環境との相互作用を踏まえ、
自然関連課題が事業活動およびバリューチェーンにお
いて生じ得ることを前提としている。戦略の柱では、重
要な自然関連課題に関連する資産や活動の立地の開示
が求められており、自然関連リスクおよび機会の評価に
おいて地理的文脈が考慮されることが示されている。

またTNFDは、自然関連の依存、影響、リスクおよ
び機会を特定・評価するためのアプローチとして
LEAP（Locate, Evaluate, Assess, Prepare）を追
加ガイダンスとして提示している。LEAPは推奨開示

CSRD
企業サステナビリ

ティ報告指令

　加盟国による国内法化を通じて適用さ
れるEU指令であり、大企業や上場企業に
サステナビリティ情報の開示を義務付け
る [12]。 具 体 的 要 件 はESRS（European 
Sustainability Reporting Standards） に
よって定められ[12]、生物多様性について
はESRS E4が企業の生物多様性・生態系
への影響と依存の双方を開示対象とし、
ダブルマテリアリティの考え方を明確に
採用している[13]。

開示枠組み

TCFD
気候関連財務情報
開示タスクフォース

　気候関連財務情報開示のタスクフォー
スである。TCFDが提示した「ガバナン
ス・戦略・リスク管理・指標と目標」か
ら成る開示の４本柱構造はIFRS S2に統
合されたほか、TNFDにも踏襲され、さ
らに各国の開示規制にも広く取り入れら
れている。金融安定理事会は、TCFDの
提言の主要要素がIFRS S2に統合された
ことを受け、その役割は完了したと位置
付け、TCFDは2023年10月に解散した[9]

が、当該枠組みは制度的基盤として定着
しており、現在もグローバル開示におけ
る事実上の国際標準、すなわち共通言語
として機能している。

法定開示制度
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そのものではないが、企業が自然関連課題を体系的に
評価し、その結果を戦略、リスク管理および指標の開
示に結び付けることを支援する。

さらに、指標と目標の柱では、自然関連リスクおよ
び機会に加え、自然への依存および影響を評価・管理
するために用いる指標と目標の開示が求められてい
る。これらの推奨は、資本提供者を含む報告利用者に
対し、意思決定に有用な情報を提供することを意図し
て設計されている[5]。

4.2　ISSBとの関係：
	 標準化への取り込みと実務的役割の存続

ISSBは、自然関連開示基準の策定にあたりTNFD
フレームワークを参照しながら基準設定を進める方針
を明確にしている[18]。BEESプロジェクトに関するス
タッフ資料では、ISSBが自然関連開示の標準設定お
よび教育資料の検討において、TNFDの推奨事項や
指標、追加ガイダンスを参照し、LEAPアプローチを
含めて活用する方向性が示されており[19]、自然関連情
報の国際標準化が進展している[18]。このように、
TNFDはグローバルな開示要請に応えるための道筋と
なっている。

５．	企業のケーススタディ
	 ―ネイチャーポジティブを戦略に織り込む

5.1　ユニリーバ―自然資本の実装戦略とモニタリング
成長戦略Unilever Compassのもとで自然の保護

と再生を企業の重要テーマとして戦略に組み込んで
いる[20]。2020年にはClimate & Nature Fundを創設し、
2030 年までに総額10億ユーロを気候変動対策や自然
保護・再生、資源効率化などのプロジェクトに投資す
る計画を掲げている[21]。

実装面では、森林破壊フリー原料の調達や再生型農
業の拡大を推進し、2030年までに150万ヘクタールの
保全・再生を目指すとしている[20]。これらの施策に関
しては、森林破壊フリー調達や土地再生面積などの目
標が設定され、進捗管理が行われている[21]。

また、NASA Harvest や Nature Metrics などと
連携し、衛星技術やリモートセンシング、環境 DNA 
サンプリングを用いて再生型農業の進捗と生物多様性
の変化をモニタリングしている。さらに、森林破壊フ
リー調達を維持・強化するためにサプライチェーン能
力の構築やインフラ投資を進めている[22]。

5.2　ネスレ―自然資本管理の現在地と今後
Biodiversity and ecosystems に関するKPIは、

①森林破壊フリーの主要原料サプライチェーンの割
合、②再生型農業を実践する農家から調達された主要
原料の割合の２つで構成される[23]。

森林破壊フリーの評価は、対象コモディティが森林
破壊を伴わない土地で生産されたことを確認すること
を目的としている。この評価は、サプライチェーンの
マッピングに基づくリスクベースのアプローチによっ
て実施され、トレーサビリティの確保、現地調査、衛
星モニタリング等を組み合わせた検証を通じて高炭素
貯蔵林、湿地、泥炭地、保護地域などからの調達回避
を図っている。2024年時点で対象サプライチェーンの
93.5％が森林破壊フリーと評価されている[23]。

同社の温室効果ガス排出の約３分の２は農業に由
来しており、再生型農業の推進は重要な施策と位置づ
けられている。主要原料については2025年までに
20％、2030年までに50％を再生型農業実践農家から調
達する目標が掲げられ、2024年には21.3％に達した[24]。

さらに同社では、再生型農業の評価を高度化するた
めの追加指標を提示している。これらは現行の報告KPI
ではないものの、有機物などの土壌健全性指標に加え、
農地における自然・半自然、生息地面積や連結性、作
物多様性、アグロフォレストリー導入面積など、生態系
機能を直接把握する測定項目の活用が記されている[25]。

このように、同社の取り組みは環境負荷の削減にと
どまらず、自然資本の状態そのものを計測対象として
組み込む方向性を示しており、企業による自然資本管
理の高度化には測定技術およびデータ基盤の整備が重
要であることが示唆される。

5.3　スタートアップとネイチャーテック
	 ―データギャップを埋める

自然関連情報開示の進展における制約のひとつは、
信頼可能な自然資本データの不足である。ネイチャー
テック・スタートアップは、そのデータギャップを埋
める役割を担いつつある。TNFD は、自然関連リス
ク評価に活用可能なツールとして、衛星リモートセン
シング、地理情報システム、土地利用・生息地データ
ベース、eDNAや音響解析による生物調査技術などを
Tools Catalogueとして体系的に整理している[26]。

大企業においてもこれらのツールの活用が進んでお
り、ユニリーバは、衛星データやeDNAを用いて農地
の変化や生物多様性の状態を把握する取り組みを進め
ている[21]。環境音から生物多様性の変化をモニタリン
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グする技術もTNFDの ツール事例として取り上げら
れている[26]。

2025年11月時点で、日本企業を含む 700 社以上が 
TNFD Adopters に登録しており、自然関連データ
の収集・可視化ツールの需要は、今後さらに拡大する
と見込まれる[8]。自然関連情報開示の制度化が進むに
つれ、これらのデータ基盤は企業の意思決定および開
示の信頼性を支える重要な情報インフラとなる可能性
が高い。

６．	ダブルマテリアリティとインパクト
投資

近年、金融市場では自然関連要素を投資判断に組み
込む動きが進展している。インパクト投資の分野では、
生物多様性フットプリント、投資ポートフォリオの
GBFターゲットとの整合性評価、ネイチャーポジティ
ブ移行に向けた資金ギャップの定量化などの手法の開
発が進むとともに[27][28][29]、一部の先進的金融機関にお
いて試行的な適用が始まっている。

企業に対しても自然への依存および影響の把握を求
める圧力が強まっている。EUのCSRDは、①財務マ
テリアリティ（自然劣化を含むサステナビリティ事項
が企業価値にどのような影響を及ぼすか）と、②イン
パクト・マテリアリティ（企業活動が生物多様性や生
態系を含む環境・社会にどのような影響を与えるか）
の双方を評価するダブルマテリアリティを法制度とし
て採用しており[30]、ESRS E4は企業による生物多様性
および生態系への重要な影響の開示を求めている[31]。
さらにTNFDも、国際的な開示フレームワークとして
自然への依存および影響を整理し、企業価値に関連す
るリスクと機会の把握を支援している[5]。

もっとも、自然関連リスクを企業価値へ直接還元す
る統一的手法は確立していないが、依存・影響の把握
やシナリオ分析を通じて財務的影響を評価するプロセ
スは導入されつつある[27] [30]。重要なのは、短期的なリ
ターンとのトレードオフとしてとらえるのではなく、中
長期の企業価値向上に資する自然関連戦略をいかに設
計するかという視点である。とりわけ欧州では、海洋
や森林保全を目的とする金融スキームや投資ファンド
を通じて、自然関連リスクの低減と長期的な企業価値
向上の両立を図る取り組みが進んでいる。例えば、
BNP ParibasではBlue Allianceと連携し、サンゴ礁
保全と地域経済の向上を目的とするimpact debt 
facilityを設立した[32]ほか、持続可能に管理された森

林 へ の 投 資 を 目 的 と す るBNP Paribas Future 
Forest Fundも設立している[33]。

近年では、カーボンクレジットのようなかたちで自
然資本の価値を市場に組み込み、取引可能なかたちで
顕在化させる動きへの関心も高まっている。一方、ク
レジットの品質や追加性、恒久性、地域社会への影響
などを巡る課題も指摘されており、自然資本データの
高度化とモニタリング技術の発展は、自然関連投資や
クレジット市場の信頼性を支える基盤として、今後ま
すます重要になると考えられる。

７．	自然資本データテクノロジーと日本
への示唆

多くの企業は「自然資本をいかに可視化し、定量化
するか」という実務課題に直面している。TNFDの分
析でも、自然関連リスク・機会の評価は依然として複
雑であり、必要なデータ整備や評価指標の選定が大き
なハードルであることが指摘されている[34]。

こうしたボトルネックを補完する存在として、ネイ
チャーテックが 注目され ている。TNFDはTools 
Catalogueを整備し、衛星リモートセンシング、GIS、
土地利用・生息地データベース、eDNA解析、バイオ
アコースティクスなどの技術を体系化している[26]。これ
らを組み合わせることで、場所に根差した自然関連指
標を継続的かつ効率的に取得する基盤が整いつつある。

今後、日本の企業・研究機関・技術ベンダーは、こ
れらのデータ基盤を活用することで、TNFD対応の高
度化、ネイチャーポジティブ経営におけるKPI設計、
さらには地域レベルの自然資本勘定や投融資評価に貢
献する余地が大きいと考えられる。

８．	おわりに
	 ―ネイチャーポジティブ時代の企業価値とは

気候変動がネットゼロという明確な目標をもつのに
対し、生物多様性は「何をどのように測るか」が依然
として難しい領域である。その中で、TNFD、ESRS 
E4、ISSBのBEESプロジェクトは、自然関連リスクと
企業価値の接続を図る制度的取組ととらえられる。

企業に求められるのは、ESGと短期利益を対立的に
とらえることではなく、自社が依存する自然資本とそ
の影響を把握し、リスクと機会を財務判断や投資戦略
へ統合することである。その過程において、ネイチャー
テックの提供するデータ基盤は、自然との関係を定
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量・定性の両面から可視化する重要な役割を果たす。
ネイチャーポジティブ時代の企業価値とは、単に環

境配慮を行うことではなく、自然資本の制約と機会を
前提にビジネスモデルを再設計し、持続的な収益性と
社会的信頼を両立させる力にほかならない。TNFDや
ISSBは、そのための共通言語を提供する道具である。

日本においても、研究機関にとどまらず、自然資本
の可視化を支えるスタートアップが台頭しつつあり、
民間主導のエコシステム形成が始まっている。ネイ
チャーポジティブは単なる規制対応ではなく、日本が
培ってきた自然共生の価値観を国際的な開示と投資の
言語へ接続する機会でもある。日本企業・金融機関が
この共通言語を活用し、主体的に未来を描いていくこ
とが期待される。
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